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広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動行動計画（第２期）に係る 

生活福祉保健委員会における意見と対応について 

 

意見の内容 対  応 該当頁 

１ 行動計画がしっかり県民に浸透するよ

う、県民への十分な働きかけを行う必要

があること。 

 

 行動計画に記載した取組を推進して

いくためには，あらゆる主体が一体とな

り，県民運動として展開していくことが

重要であると考えている。 

 このため，県からの働きかけだけでは

なく，住民に身近な自主防災組織や市町

などにも協力を呼びかけるとともに，県

民総ぐるみ運動推進会議においても協

力を呼びかけていく。 

加えて，県からの直接的な働きかけと

して，県公式ホームページ・ＳＮＳやマ

スメディアを通じた広報などにも積極

的に取り組んでいく。 

― 

２ 避難行動要支援者の個別計画の作成に

当たっては、呼び出し体制や実際の避難

行動との乖離などの課題が残されたまま

計画されているケースがあることから、

実効性のある計画の策定に向けて、助言

等を行うなど踏み込んだ取組を行う必要

があること。 

 

避難行動要支援者のうち福祉サービス

利用者について，日頃からケアプランの

作成を通じて本人の心身の状況をよく

把握している福祉専門職が積極的に参

画し，実効性のある個別計画を策定する

よう助言していく。 

また，本人の心身の状況に加えて，地

域におけるハザードの状況，独居等の居

住実態等から，避難行動要支援者名簿を

整理し，最優先に個別計画を策定すべき

者を絞り込むよう，市町に働きかけてい

く。 

45頁 

57頁 

３ 災害情報の発信については、県と市町

それぞれの災害情報メールの一元化や、

ＡＩなどを活用して、現在地の情報をＰ

ＵＳＨ通知で発信することなど、必要な

人に必要な情報を重複なく確実に届ける

効果的なシステムを開発されたいこと。 

  

県内では，現在18市町において住民向

けのメールサービスが提供されており，

これらの市町では，県と市町の両者の防

災情報メールが提供されている状況で

ある。 

一方で，市町によって，防災情報の配

信内容が異なることや，防災以外の情報

を含めて配信しているメールサービス

があることなどから，県と市町の防災情

報メールの一本化にあたっては，現行サ

ービスの利用者への影響を十分に考慮

する必要がある。 

38頁 

   別紙２ 
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意見の内容 対  応 該当頁 

 こうした状況を踏まえつつ，市町との

役割を明確にしながら，住民にとって最

適な防災情報が着実に届けられるよう，

検討を進めていく。 

また，新たな取組として，ＤＸを活用

し，土砂災害危険度情報などの災害リス

ク情報を，県民一人ひとりにリアルタイ

ムにプッシュ方式で発信する仕組みを

構築できないか，検討を進めていく。 

 

４ 呼びかけ体制が構築できている自主防

災組織の割合を100％とする目標の達成

に向けては、避難が必要な方にもれなく

呼びかけることができるように、自主防

災組織がどういった手段で取り組むべ

きなのか示す必要があること。 

「第２章 具体的な取組」において，

５つの行動目標ごとに取組を記載して

いるが，それぞれ「活動事例」を盛り込

むこととし，呼びかけ体制の構築に向け

た取組についても，この中で掲載する。 

自主防災組織においては，災害図上訓

練やワークショップなどを通じて地域

住民に，優良事例も紹介しながら避難を

呼びかけることができるよう取り組ん

でいる。 

また，避難行動要支援者については，

福祉専門職や社会福祉協議会等の協力

を得て，実効性のある個別計画の策定の

促進を図っていく。 

さらに，こうした取組だけではなく，

新たな取組として，ＤＸを活用し，土砂

災害危険度情報などの災害リスク情報

を，県民一人ひとりにリアルタイムにプ

ッシュ方式で発信する仕組みを構築で

きないか，検討を進めていく。 

61頁 

ほか 

５ 自主防災組織の役割や行政と連携した

具体的な取組など、自主防災組織を運営

される方の参考となる事項を計画に記載

する必要があること。 

  

自主防災組織の役割について，「第１

章 総論」の「４（４）各主体の役割」

において明記する。 

 また，行政と連携した具体的な取組に 

ついて，「活動事例」として掲載する。 

26頁 

61頁 

ほか 
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意見の内容 対  応 該当頁 

６ 防災士は地域の防災の取組の要となる

ことから、防災士が自主防災組織で活躍

しやすくなり、また、防災士同士の連携

も進むよう防災士に期待される役割など

を計画に記載されたいこと。 

  

県及び市町が地域防災の担い手とし

て養成を進める「防災リーダー」につい

ては，特に資格を定めていないが，防災

士の資格を有する方に担っていただく

ことは有益であることから，「防災リー

ダー（防災士等）」と表記する。 

なお，県及び市町が養成する防災リー

ダー（防災士等）は，現在取り組んでい

る自主防災組織による避難の呼びかけ

体制の構築などにおいて自主防災組織

の活動の中心を担っていただく人材で

あり，今後とも，継続して養成・育成を

行う市町に対する支援を行っていく。 

57頁 

61頁 

ほか 

７ 行動計画素案の概要において、基本理

念である「『災害死ゼロ』の実現」を概ね

30 年後の姿として記載しているが、「災

害死ゼロ」に向けては、一日でも早く実

現するよう取り組むべきものであること

から、修正等を検討すること。 

また、行動計画に掲げる５年後を目指

した成果指標については、県民の取組の

指針となるものであることから、一日で

も早い「災害死ゼロ」の実現に向けて取

り組む必要があること。 

 

「災害死ゼロ」については，一日でも

早く実現するよう取り組むべきもので

あると考えている。 

このため，計画概要において，「（概ね

30年後）」という文言は削除する。 

なお，「災害死ゼロ」を実現するため

には，県民に適切な避難行動をとってい

ただくことが不可欠であるが，そのため

には，まずは日頃から避難の準備をしっ

かりとしておいていただくことが極め

て重要であり，本計画においては，「避

難の準備行動ができている人の割合」を

全体の成果指標とし，重点的に取り組ん

でいく。 

― 

８ 行動計画に掲げる事項を県民や自主防

災組織、市町などの各主体において取り

組むに当たっては、自助、共助、公助そ

れぞれの役割を認識した上で、連携しな

がら効果的なものとする必要があること

から、広島県防災対策基本条例にある自

助、共助、公助の整理を起点に、分かり

やすく自助、共助、公助の役割を明記す

る必要があること。 

また、県と市町の関係性についても、

それぞれが適切な行動をとることができ

るよう、役割を明確にする必要があるこ

と。 

県民（自助），自主防災組織等（共助），

行政（公助）の役割について，広島県防

災対策基本条例において定められた役

割等を「第１章 総論」の「４（４）各

主体の役割」において明記する。 

県と市町の役割についても，明確にす

るため，合わせて明記する。 
25頁～ 

28頁 
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意見の内容 対  応 該当頁 

９ 平成30年7月豪雨により被災し修復さ

れていない、あるいは土砂災害等の危険

な場所に立地する避難所があることか

ら、いつまでにどうするのか整理する必

要があること。 

 

今年度，土砂災害や浸水被害の恐れの

ある指定緊急避難場所等の現状につい

て，市町を通じて確認調査を実施したと

ころである。 

安全性が確保できていない施設につ

いては，指定の見直しや同一地域内で代

替施設が確保できるかどうかなど，今年

度中を目途に，市町と連携して整理して

いく。 

― 

10 災害リスク情報の入手が困難なスマー

トフォン等を使用しない高齢者や視覚や

聴覚に障害を持つ方などに対しては、地

域の見守りによるサポートが必要となる

ことから、地域への呼びかけ等の取組を

強化する必要があること。 

 

避難行動要支援者については，福祉専

門職が地域住民，自主防災組織等と協同

して，平時のケアプランと災害時の個別

計画を同時策定し，平時からの見守りや

避難訓練等を通じて，実効性のある包括

的な支援体制を構築していく。 

また，自主防災組織においては，避難

を促すタイミングや方法などのルール

を定めていただき，大雨災害時等に効率

的で効果的な呼びかけを行う体制構築

に引き続き取り組んでいく。 

57頁 

11 避難行動や避難所生活において女性の

視点で在り方を検討し、施策に反映させ

るため、広島県防災委員における女性委

員の割合を３分の１とすることを目標と

するなど、増員に向けた努力が必要であ

ること。 

災害時には被災者の視点に立ったき

め細かい防災対策を実施していくため，

女性からの幅広い意見を取り入れるこ

とは，非常に重要だと考えている。 

このため，広島県防災会議において

は，平常時から，女性・少年等の火災予

防や地震対策の知識習得等に取り組み，

災害発生時には初期消火活動や避難誘

導などを実施されている「広島県女性防

火クラブ連絡協議会長」を通じて，女性

の意見を取り入れることとしている。 

引き続き，女性の積極的な指名につい

て依頼を行うなど，女性委員の増員に向

けて，取り組んでいく。 

― 
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意見の内容 対  応 該当頁 

12 要支援者の避難計画における要支援者

の名簿等の作成に当たり、ひきこもりの

方や独り暮らしの高齢者など支援すべき

対象を適切に把握するため、地域福祉支

援計画と連動させアウトリーチ等により

把握を行う必要があること。 

また、他県では、避難行動要支援者の

個別計画の作成に報酬を支払い取組を推

進している事例や、支援の担い手の確保

について具体的な取組を展開している事

例もあることから、災害死ゼロを目指す

本県として、そうした先進事例を参考に、

要支援者の適切な避難につながる積極的

な取組を展開する必要があること。 

福祉専門職をはじめ，地域包括支援セ

ンター，基幹相談支援センター，自立支

援協議会，社会福祉協議会等の地域資源

を活用して，個別計画の策定に漏れがな

いよう促していく。 

また，市町に対し，福祉専門職の協力

を得て個別計画を策定し，避難訓練を実

施できるよう，福祉専門職に対する報酬

等の財政支援や，専門的なアドバイスを

行うコーディネーターの派遣等を行う

とともに，地域において，要配慮者支援

を行うボランティアリーダー等を養成

することを検討していく。 

45頁 

57頁 

13 避難場所のイメージ向上に取り組むに

当たり，その前提となる避難場所へのト

イレ、ベッド、パーテーションの設置、

冷暖房設備の整備などの環境改善の取組

の強化を図る必要があること。 

 

避難所の環境改善については，来年

度，避難所運営ガイドラインを策定し，

各市町の避難所ごとの運営マニュアル

の作成を支援するなど，避難所の運営や

設備環境の改善に向けて，市町と連携し

た取組を検討していく。 

57頁 

ほか 

14 分散避難の普及に当たっては、適切な

避難行動につながるよう、あらかじめ行

政により、商業施設やホテル等を分散避

難時の避難場所として位置付けることを

検討する必要があること。 

 

県民の皆様に分散避難を行っていた

だくためには，多くの避難先を確保する

ことが重要であり，これまでも，各市町

に対しては，学校や公民館などの公共施

設だけでなく，ホテルや商業施設などの

民間施設を避難先として活用するよう

働きかけてきたところである。 

実際に協定を締結してホテルや商業

施設を避難先として活用している市町

もあることから，こうした事例を他の市

町に展開していく。 

57頁 

ほか 

15 「みんなで減災」県民総ぐるみ運動の

土台づくりにつながる子供たちへの防災

教育を推進するため、防災教育のカリキ

ュラム化など学校で日常的に学ぶ環境整

備に向けて、行動計画において学校にお

ける取組を強調する必要があること。 

学校で日常的に学ぶ機会を増やす取

組として，主に県教育委員会と連携し，

小学校で取り組んでいる「ひろしまマ

イ・タイムライン」の作成促進（46頁）

や，砂防出前講座の開催（54 頁），地域

と連携した学校における防災教育の推

進（56頁）など，多数の活動事例を盛り

込んだところであり，こうした取組によ

り，学校における取組を一層推進してい

く。 

46頁 

ほか 
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意見の内容 対  応 該当頁 

16 26 ページ以降の具体的な取組におけ

る取組主体に「学校（大学のみ）」とされ

ている箇所について、大学に限らない取

組があるため、修正が必要であること。 

大学に限らない取組について，「（大学

のみ）」という文言は削除する。 
45頁 

54頁 

58頁 

 


